
「新潟県優れたものづくり条例※」に対するパブリックコメントの結果
※意見募集時の題名 :新潟県優れたものづくりの技能及び技術を尊重し継承を促進する条例

○意見募集期間 平成23年 1月 4日～ 1月 31日
○意見の提出者  9人 (個人・団体)
O意見の件数  12件
I反映した意見 2件、Ⅱ一部反映した意見 O件、Ⅲ 既に記載済みのもの 5件、
Ⅳ ◆後の検討課題とするもの 3件、Vその他記述を変更しなかつたもの 2件

◎ 条例素案の公表方法

(1)新 聞広告にて告知後、自由民主党新潟県支卸連合会ホームページヘの掲載 (2)自 由民主党新潟県支部連合会における資料の関蔓及び配布 (3)市 町村長、市町村競長及び県内各種団体
への資料の配布

○意見の内容及

No 関係する主な条文等 内容 対 応 反映吠況

1 条例全般

ひとつひとつの条文は、短くした方が分かりやすいの
で、県の責務と優れた技能者等に対する表彰制度など
小分けにして、分かりやすい条文を作成するべきであ
る。

ご意見を反映させていただき、分かりやすいように頂
目ごとに分けて条文を作成しました。

1

2 条例全般
ものづくりの技術や技能についての条例だが、「もの
づくり」にこだわらす様寂な仕事に従事する人たちを
対象にするべきである。

この条例は、優れたものづくりが根づく本県におい
て、ものづくりの技能及び技術が尊重され、次世代ヘ

しつかりと継承されていくことを目的としたものであ
ること歩r理解しヽただ☆たしヽと熙しヽます。

V

3 条例の題名

「新潟県人と人との絆づくり条例」に比べて、堅い感
じがする。条例に親しみを持たせるため、例えば、
「新潟県優れたものづくり条例」など覚えやすい名前
にするか、愛称などを付けたらどうか。

ご意見を反映させていただき、条例の題名を変更しま
した。

I

4

第3条
県の貴務
第6条
財政上の措置
第8条
技能者等の頭彰

条例制定については、賛意を表する。県の買務等につ
いては、理念にとどまることなく、各自治体へのまち
づくり、業界の事情を検討し、文イしを含む環境づくり
等への動言や支援を期待する。特に技術の継承につい
て、優秀な技能者や原料製造者の表彰、さらには全国
的な各種関連情報の収集活動等についての振動などの
支援があ要である。

優秀な技能者等への表彰は、広い分野を対象にするこ
とを考えております。また、技術の継承と後継者の育
成のための支援についても、市町村、関係機関等との
連携を図りながら、支援を行うこととしております。
なお、県は、ラ算の範囲内で財政上の措置を請するよ
う努めることとしております。

Ⅲ

5

第4条
県民の役割
第7条
広報啓発等

ものづくりの社会貢献について理解を深めるととも
に、技能者を尊

`1社

会の実現を目指すとありますが、
具体的にどのようなことを行うのかよく分からない。

ものづくりの重要性を具民の皆さんにご理解いただく
中で、自すと技能者等を尊ぶ社会が築さ上げられてい
く姿を目指しています。そのためには、県民の皆さん
に条例の趣旨や目的を分かりやす<伝えることが重要
であり、その効果的な手法について今後検討してまい

Ⅳ

6 第
5条
ものづくり事業者の役割

環境の整備を図り、能力開発の機会の確保などが事業
者の責務となつているが、不景気で厳しい経営状況の
中でこれ以上、事業者が負担することは無理である。

特別につまで以上の負担を3蛍いるものではなく、事業
を進めていくうえて当然行つている技術者の育成等に
ついて、「優れたものづくり」の推進という観点から
技術の向上や後継者の育成を図るという意識を持って
対応していただきたいという趣旨です。

V

7

第5条
ものづくり事業者の役割
第8条
技能者等の顕彰

◆日の日本の経済発展を支えてきたのは、日本のもの
づくりの技術であり、町工場の職人の力と七える。不
景気で廃業したり海外移転することは日本経済の衰退
につながる。条例により職人の人たちの励みや後継者
の育成が図られることを期待する。

条例の目的が達せられるよう、また、職人の皆さんの
同みとなれるよう、厘れたものづくりに関する施策の

充実を図つてまいります。
Ⅲ

8

第5条
ものづくり事業者の役割
第9条
技能者等の確保の促進

永年にわたり貢献してきた人を顕彰することは大変に
良いことですが、若い職人が一生懸命頑張つていくた
めに励みとなることも財要とほうので、若い人にも
チャンスを与えて欲しい。

後継者の育成も重要な問題と老えており、若年層に対
する配慮規定を条例に盛り込んでいます。

Ⅲ

9 第
6条
財政上の措置

条例に賛成する。理念だけで終わることなく、本県経
済の発展と誇りの持てる地域社会の実現に向けて実効
性の発揮が求められることから、県や市tB」村は技能・

技術者の活用に向けた制度的・財政的施策の充実を図
ることを期待する。

条例では、県は、予算の範囲内で財政上の措置を請す
るよう努めることとしております。

Ⅲ

」O 第
7条
広報啓尭等

小中学校の子どもたちに、もつと職人の素晴らしさを
伝えて、後継者の育成につなげるべきである。

ものづくりの重要性について県民の皆さんの理解を高
めるため、広報などの啓発活動を行うよう規定してい
ます。

Ⅲ

11 第7条
広報啓発等

職人の仕事に光を当てることは良いことである。伝統
に培われた技術の伝承や大切さを子どもたちにアピー

ルしなければ後継者の育成は難しい。具体的なアピー

ル方法などを明記すべきである。

条例では、広報などの啓発渚動により技術の伝承や大
切さの浸透を図ることとしており、具体的にどのよう
なアピール方法が効果的なのかについては、◆後検討
してまいります。

Ⅳ

12 第
8条
技能者等の顕彰

表彰して終わりでは意味がないし、芸術的な伝統工云
きB門ばかりが関心を呼び注目度が高いと思うが、ごく
普通の職人も対象としてもらいたい。

表彰がさらなる技術の向上の励みとなることを想定し
ておりますので、表彰の対象は幅広い範囲とすること
を者えています。

Ⅳ


